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多結晶金属における粘塑性変形の記述モデル
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A Descriptive Model for Viscoplastic Deformation of Polycrystalline Metal 
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(Received August 24， 2001) 
、匂riousviscous behaviors different from the creep behavior are generally observed in 
polycrystalline metals under the particular loading process even below their recrystallization 
temperature. In order to describe such behaviors a concept of "free dislocationぺwhichdoes not 
contribute instantaneously to produce the plastic strain， isadded to the random barriers白eoη
considering a dynamic effect of dislocation. It has shown出ata deficient and excess of these frcc 
dislocations brings forth the viscous plastic deformation under出etransient loading process. 
This presented model is found to be applicable for describing the various viscous behaviors 
experimentally obtained on the stainless stel under some rate dependent loading conditions. 
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1.緒言
多結晶金属の塑性変形特性が変形速度に依存する
ことは周知であり，各種材料に対する引張硬化曲線
の表示式が様々な形で提示されている[1 また，応
力あるいはひずみ速度急変後に観察されるクリープ
特性に類似の時間に依存する塑性変形挙動について
も，たとえば過応力の概念を用いたKremplモデル[2]
などによって種々検討が加えられている.しかし，
高温下のクリープ変形機構とは異なる常温下の粘塑
性変形機構の微視的観点からの認識は必ずしも十分
とはいえない.多結晶金属の常温下における塑性変
形は主に転位の移動に基づく結晶のすべり変形によ
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ることは周知であり，上述の粘性的な変形特性も転
位の動力学的効果[3]などを考慮して把握すべきもの
と考える.
一方，負荷を受ける多結晶金属内の個々の転位の
移動挙動をすべて記述することは不可能に近い.こ
うした複雑な内部状態を鵜戸口・岡村は不規則な波
形をもっ抵抗力場内での転位の移動挙動として捉え，
塑性変形を記述する不規則障害物説を提示した[4]
この説では転位の往復移動に抗する様々な強度の障
害物を力場の山および谷に対応させ，力場内での転
位の平均的な移動挙動をもとに塑性構成式を組み立
てている.この説の概念は統計力学における平均場
理論に相通ずるものであり，それゆえ近似理論とし
ての限界もある.とはいえ，実験事実を適切に反映
する抵抗力場の設定により，この説は工学的モデル
として有益なものと考える.少なくも，限定された
微視的機構を基礎とする要素還元的モデルとは異な
り，たとえば Johnstonと Gilman[5]が観察した jerky
motionのような転位の動的挙動の説明をも可能とす
る豊富な物語性をもっモデルである. とりわけ，単
一の抵抗力場における転位の往復運動を考察できる
点に大きな特徴がある.
ここで，H(r)は応力てでは越すことの出来ない障害
物の割合を示し，次式で与えられる.
(2) 
これら aNの転位が平均的に移動できる距離dは次
式で与えられる
(3) 
したがってp この間に生ずる塑性ひずみ増分 6γp
は次式で評価できる.
H(r) = f;g(て) dて
ー ? ?
??
(4) 
bN ¥ g( r )6r 
6y n = bdδN=(一一ノ 今
no {H(r)}"-
ここで，bはバーガースベクトルの大きさである.
せん断応力てを垂直応力 σに置き換えてもこの説の
本質は変わらない.塑性ポテンシャル関数 W(σノと
内部構造変数Aを以下のように導入する.
筆者らの一人は，このユニークな説を適用・拡張
して一つの繰返し塑性変形モデ、ルを提示した(5) ま
た，その適用性について種々検討を行う過程[7]-[16)
で，力場の山を越して次の障害物に到達するまでの
実動転位を“自由転位"と名づけ，この自由転位の
存在が様々な時間に依存する塑性変形の成因である
ことを示唆した[9J 一方，このモデルは転位の移動
方向が一次元的であるという限界もあった.近年，
この障壁を取り除くため，転位の移動挙動と結晶の
すべり系活動とを有機的に結合した複合階層塑性変
形モデルを構築した(17) その際，自由転位を“所属
するすべり面のすべり活動にはまだ寄与していない
移動中の転位"として把握することができた.
そこで本研究では，本モデルに基づ、いて自由転位
と粘塑性変形との関係を考察し，ステンレス鋼
SUS304の常温下で観察される速度に依存する粘塑
性変形挙動の解析を行った.
256 
(5) w(u)= -
H(σノ
、 、 ， ???? ? ? ?
kはせん断ひずみγを垂直ひずみ Eに変換する定数
である.この時，式(4)は単純な形の次式で与える塑
性構成式に変換される.
d ~_ = ~W(σノ f(σノ，ε 一一一一-a，σ
jJ A A 
。 ?
?
?
? ??
(7) 
(8) 
関数 g(σえ関数 f了σノは W(σノの微分関数で、あり，
H(σノ1 1'(σノ，および W((T)の問には
g( u)W( u) = f( u)H( u) 
2.1 不規則障害物説の骨子
図 1(a)に示すように，横軸に転位の位置，縦軸に
障害物強度と転位に作用する応力てをとって抵抗力
場と転位を配置する.各転位は応力と釣り合いなが
ら不規則な波形の力場上に分散している.応力増加
にともない，転位が一つの障害を越して次の障害に
到るまでの移動量が塑性ひずみの源泉となる.力場
は図 1(b)に示すような障害物強度の確率密度関数
g(て)，および可動転位の面密度Nとすべり方向単位
長さあたりの障害物の数noを用いて記述される.応
力がてからて +8てまで増加する聞に力場の山を越
して移動できる転位 aNは次式で評価できる.
粘塑性変形の記述2. 
の関係、が常に成り立っている.
2.2 自由転位の働き
前節の論議では障害物の山を越した転位が瞬時に
次の障害物に達することを前提としている.一方，
転位の移動速度を考慮すると，転位が次の障害物に
到達するまでには一定の時間を要する.図2は転位
、 、 ? ? ?????
? ? ? ?
?
?
?」」??
δN g( r)6r 
N H(r) 
? ? ?
」 ? ?
? ?
』??
? ? ?
? ?
?
(d) (c) (b) 
Probability 
dens ity 
転位の移動による結晶変形過程
(a) 
図2
(b) 
抵抗力場と障害物強度の確率密度分布
(a) Resisting Force Field 
図 1
の移動過程とすべり面のすべり活動との関係を示す
説明図である.完全結晶(a)が変形し(b)，左端で導入
された転位が移動過程(c)を経てすべり系に非可逆
的なすべり (d)を生じさせる.図(c)の状態にある移動
中の転位は，まだすべり系の活動に完全に寄与して
し、るとはいえないので，この状態の転位を自由転位
と定義する.この状態は丁度，図 1において一つの
障害物を越した転位がまだつぎの障害物に達してい
ない状態に対応する.それゆえ，自由転位には一定
時間後に塑性ひずみに転化するものと，すべり系の
活動には寄与しないまま停止するものとが考えられ
る.
2.2.1 転位の移動速度
転位の移動速度が応力のみに依存するとしている
従来の定説で、の問題点については先の論文[9]で述べ
たので，ここでは触れない.自由転位の移動速度 v
は障害物の山を越す際の応力速度σに依存すると
し，次式で与える.
v =Jvcη(o-r，σ=σc 
lσミσc
Vcは弾性横波の速度， ηとnは定数であり，限界応
力速度o"cは(J"c-η-I/nで与えられる.
2.2.2 自由転位の生成
全可動転位(N)に対する自由転位(NJの存在比を
φ(=NdlN)とする.いま，応力が σから σ十6σまで
増加する聞に力場の山を越して移動できる転位 6N
は次式で評価される.
ぬ g(σ)δσ f(σ)δσ
N(l-φ H(σ W(σ) 
、 ? ， ??
?
?
?
2.2.3 塑性ひずみへの転化
自由転位の存在比φの状態で，微小時間 6tの聞
に応力が σから σチdσに増加し，この間の塑性ひ
ずみに転化できる自由転位の存在比をぷ φoutで表
す.自由転位の平均移動距離は W(σ)/noから
{W(σノチf(σノdσ}/noに増加するので， 6φ叫は転位
の移動速度を vとして次式で与えられる.
φ{ nnVtδt -f(σノδσj
5φοl1t = りuι W( (J") 
257 
で与えられ，これが自由転位の塑性ひずみへの転化
特性を与える基礎式である.
[ 1]φ=0の場合:
どんな負荷条件であっても瞬時に塑性変形を生ず
ることはない.いま，応力σ。で応力速度6の負荷を
加える場合，時間 tcの後の応力 σcで始めて塑性ひ
ずみが生ずるものとする.この時，以下の二つの式
が成り立つ.
σcσ。=σtc 、 ? ? ? ? ? ? ? ， ， ，??????
??
? ?
W(σ) 
v tcこ vc17<o-)1l=一一一
no 
これらを連立し tcと Vc，およびれを求めること
がで、きる.
[2]応力速度σが 4 定の場合:
式(12)において， 6 σ=a" 6tの場合なので
En =金主=φ{nov-o-f(σノ)
Pδt A 
(15) 
、 ， ????
、 、
となる.先の論文[9]では存在比φを次式で与えた.
φ o-f(σノ
-
nov 
、 ?? ????? ? 、
これを式(15)に代入すれば
εp一
(1-φノヶf(σノ
A 
(17) 
となり，先の論文で与えた定常変形過程での速度平
衡式と一致する。
[3]定常変形過程下で応力速度が零となる場合:
新たな自由転位の生成はないので，既存の移動中
の自由転位は減速しながらも次々と塑性ひずみに転
化し，一定応力下であってもクリープ変形に類似の
時間に依存する塑性変形挙動が現れる.式(16)で与
える自由転位がすべて応力 σで塑性ひずみに転化す
るとし，その塑性ひずみ Epcは次式で与えられる.
W(σ)) 0-f(σ)W(σ) 
Evc = kbφN{一ー一一}=...J '~'" ，. (18) 
no Anov 
(11) [4]応力の加速度dを考慮する場合:
応力速度(5，および応力加速度dの時点から微小
時間 6tの間での応力増分 dσは次式で与えられる.したがって，塑性ひずみ増分d&pは
W(σ) 
t5 Ep = kb{Nt5φoua{一一一}
no 
φ{ noYiδt-f(σノδσノ
A 
(12) 
t δ(2 
δσ:::一一一+o-dt
2 
(19) 
したがって，式(12)より塑性ひずみ速度りは次式で
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与えられる.
伸。v-af(σ)} <Tf(σ)がt
Ep - (20) 
A 2A 
右辺第 1項は応力速度が一定の場合の式(15)の右辺
に等しい. したがって，応力加速度が正の場合の塑
性ひずみ速度は応力速度一定の場合に比べて低くな
り，自由転位が蓄積されていくこととなる.逆に，
応力加速度が負の場合には，生成される自由転位よ
りも塑性ひずみに転化する自由転位が相対的に多く
なり，塑性ひずみ速度は応力速度一定の場合よりも
大きくなると考えられる.
[5]応力速度が負となる場合:
負荷から除荷に転じた場合に相当するが，移動中
の自由転位のすべてが瞬時に停止はせず，その一部
は塑性ひずみに転化しようとする.このことが，例
えばひずみ速度を制御する試験下でしばしば観察さ
れる変形挙動，すなわち応力が低下するにもかかわ
らず塑性ひずみの進展する挙動が生ずる主因と考え
る.こうした時間遅れの変形特性は当然試験機シス
テムの剛性とも関係するが，フィード、パック信号を
計測されるひずみに依存する限り，どのような試験
機システムで、あっても自由転位を事前に予知するこ
とは出来ない. したがって，応力低下時であっても
前段階における自由転位の振る舞いによって生ずる
事後の塑性変形を試験機システムとして阻止するこ
とは難しい.
2.3 抵抗力場の発展則
初期における抵抗力場を記述する障害物強度の分
布として変量が a，位置のパラメータが零，中央値
がσys，形状のパラメータがmsのワイブル分布を採
用する.この時，初期塑性ポテンシャル関数Ws(σ)
は次式で表される.
Ws(σノ=2(σ/ysYl1S (21) 
一方，繰返し負荷下の応力状態を表すため次式で
定義する相当履歴応力Sを導入する.
s=σν+ 'lfCY (22) 
ここで aは Mises型の相当応力， σvは過去に履
歴した最大の相当応力を表す境界応力， φは次式で
与える負荷と除荷を区別する指標である.
1= 1， dCf > 0 ~， ~~ -~ (23) 
'If 1 = -1. dCf < 0 
ここで，境界応力を超えない応力領域内の障害物強
度分布を変量Sのワイブ、ル分布[位置パラメータ:零，
中央値 Sco，形状のパラメータ:mo]とし，全体が
境界応力 σvを分離ノミラメータとする複合型ワイブ
ル分布と仮定する.塑性ポテンシヤル関数を内部関
数肌白ノと外部関数院fσノからなる次式で表す.
1= Ws(Cfノ=2(可σys)ms，CY三σv
W(Cf) ~ (24) ~TT / n ¥ J亙/ScofOl=w〆S)=2 \~/oJ CO/ σ 豆 σv
境界応力における塑性ポテンシャルとひずみ硬化率
の連続性を仮定すると，塑性構成式をもとに次の関
係式を得る.
m 0 = 2ms ， S co= 2伝記 (25) 
初期塑性ポテンシャル関数が既知の場合，上式は境
界応力 σvが繰返し負荷下の抵抗力場を一義的に決
定できることを示している. したがって，上式を抵
抗力場の発展則と呼ぶ.
3.試験方法
3.1試験片および試験機
試験に用いた材料はSUS304ステンレス鋼であり，
その化学成分を表 1に示す.市販の丸棒から直径 12
mm，平行部 55mmの引張試験片を製作し，熱処理な
しに試験に供した.試験は島津オートグラフ
(AG-I0TB)を用いて常温下で行い，ひずみ計測には
標点間距離50凹の差動トランス式伸び計を用いた.
3.2 試験条件
実験Aシリーズでは，一定荷重速度(p)のもとで
の所定の荷重(p0)で、荷重速度を零とし，それ以降の
時間に依存する塑性変形挙動を観察する.なお，一
定荷重保持時間を 300秒とした.実験Bシリーズは
全ひずみ制御して行う多段試験であり，各段終了時
にひずみ速度を零とし，その後に生ずる応力緩和挙
動を観察する.これらの具体的な試験条件を表2，
および表 3にまとめて示す.また，材料の硬化特性
を表す不規則障害物説における材料定数を決定する
ためクロスヘッド速度を 0.6mm/minとした引張試
験を行った.
表 1 化学成分 [wt.O/o]
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(A-A∞)ρ 
= exp{ー α(E p) ~} 
(Ao・A∞)
。
????
〈
ω 
..c局
・~ 10'" 
g 
ω 
コ
O 
2 
窃 10'
ro 
C 
'-ω 
+-' c 
なお，変形解析に必要な応力~時間およびひずみ
~時間関係の資料はすべて試験機システム内に記録
されたデジタルデータをもとに整理・作成した.
。
0.06 
o 
0.02 0.04 
P lastic strain E p 
。。
??
? ?? ??
試験 荷重速度 保持荷重
P [kgf/s] Po [kgfJ 
A-l 10 550 
A-2 25 550 
A-3 100 550 
A-4 300 550 
A-5 500 550 
A-6 500 300 
実験 Aシリーズの試験条件表2
内部構造変数Aの変化特性図4
たがって，塑性構成式と実験曲線における大ひずみ
領域での挙動を対比させることにより σys=200Mpa，
ms =0.466，およびA∞=4.4の値を得た.
また，これらの定数値を用い，実験曲線上の小ひ
ずみ領域を含む各点での内部構造変数Aを構成式に
基づき評価できる.図4には塑性ひずみの増加にし
たがう Aの変化特性示した.なお，図中には実験A
シリーズでの小ひずみ領域における実験結果から求
めた値も併記している.従来の各種材料におけるA
の変化特性と共通しており Aは変形初期に急減し
て一定の値に収束していることが分かる.以下の解
析に必要となるので Aの変化特性を塑性ひずみの
関数として次式で定式化しておく.
(26) A=A∞+ (Ao -Aco)仰{-αC~'p}ß} 
実験Bシリーズの試験条件
試験 全ひずみ速度 [o/oImin] 
1st 2nd 3rd 4th 5th 
B-l 1.2 1.2 1.2 1.2 ーー 園ー田
B-2 20 20 20 20 ーー ーー ー
B-3 10 20 1.2 20 10 
4.1 材料定数 [σys，ms ，A∞lの決定
初期塑性ポテンシャル関数を規定する定数σysと
msおよび内部構造変数の収束値 A∞は図 3に示す静
引張硬化曲線をもとに一組の材料定数として評価で
きる.導出方法の詳細は省略するが，本モデルに
おいてはおおよそ1%を超える塑性ひずみ領域にお
いて内部構造変数が A∞に収束するとしている. し
表 3
実験結果および考察4. 
= 0.7であった.
4.2 実験Aシリーズの結果と考察
実験 A・4，A・5，およびA・6で得た時間~応力関係
を図 5(a)に，また時間~塑性ひずみ関係、を図 5(bHこ
示す.なお，時間軸の原点としては荷重速度切替時
点をとっている.速度切替時の応力の大きい A-4と
A・5の場合，一定荷重下で、あっても切替後には明瞭
な時間に依存する塑性変形が観察される.また，切
替時の応力が低い A・6の場合にも 変形量は小さい
ものの同様な変形挙動が現れている.
図6には，実験Aのすべてについて荷重速度切替
時の塑性ひずみを揃え，切替前後の塑性変形挙動を
対比して示した.いずれの場合も，荷重速度を零に
切替えることにより塑性ひずみ速度は低下している.
切替直前と直後の塑性ひずみ速度の比をとり，これ
= 130， s α ここで， Ao= 850， 
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らを直前の応力速度との関係で示したのが図 7であ
る.応力速度の低下量が大きいほど塑性ひずみ速
度の低下する割合は大きく，このことは応力速度の
低下量が自由転位の減速効果に大きく作用していた
ことを示す.その後の一定荷重下での変形挙動は図
5 (b)に見られるように時間とともに塑性ひずみ速
度が減少していく.
さて，荷重速度切替前のすべての自由転位がすべ
り系の活動に寄与するとして期待される塑性ひずみ
は2.2.3の[3]で述べたように式(18)で与えられる.式
(9)を式(18)に代入して整理すると次式を得る口
(o-y-n = ~E~=K 
noνcη f(σ)W(σ) 
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(27) 
ここで，上式右辺における A [pcは図4におけるA
~εp曲線での塑性ひずみがOから [pcまでの積分
値である.右辺の値は実験曲線をもとに算定できる
ので，これをKと置く.図8にはKの値を切替直前
の応力速度6との関係で両対数方眼紙上に示した.
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実験 A-l，A・2，A-3での結果図5
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切替直前の応力速度と式(27)でのK値の関係図8負荷条件切替前後の変形挙動 (Aシリーズ)図6
なお Epcとしては負荷条件切替後 50秒で生じた塑
性ひずみを用いている.図からKの値は応力速度に
殆ど依存せず，ほほ一定であることが分かる.した
がって，式(27)との関係より n およびnoνc刀
士子 0.111と評価することができる.この結果は定常
変形過程における自由転位の速度は応力速度に比例
するとみなして良いことを示すものである.
? ?? ??
?
? ?
。
??? ???
? ? ?
?
? ???
『
? ?
。
?
?
????
? ? ?
?
600 
Strain rate': 1.2 (%/min) 
。 0.02 0.04 0.06 0.08 
Total strain E t 
(a) B・1
600 
S train rate : 20 (%/min) 
。 0.02 0.04 0.06 0.08 
Total strain E t 
(b) B・2
600 
吋
皇
'./ 400 
b 
∞ 師一ー ーー 一+ー ーー -ー+-一一ー トー ーー 十ーー ーー ーl
~ 1 10 20 1.2 20 10 
ei) 200 
Strain rate (%/min) 
。
0.04 0.06 0.08 0.1 0.12 
T otal strain E t 
(c) B・3
図9 実験Bシリーズにおける応力~ひずみ曲線
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4.3 実験Bシリーズの結果と考察
実験 B-l，B-2，および B・3で得た応力~ひずみ曲
線を図 9(a)""(c)に示す.ひずみ速度を零に切替えた
後にはいずれも応力低下挙動が，また再負荷直後に
はいずれもピーク点をもっ変形挙動が観察される。
まず，ひずみ速度を零とした後の応力低下過程に
おける変形挙動について検討する.応力低下量Aσ 
を直前の塑性ひずみ速度との関係で示したのが図
10である.一般に良く知られているように，直前の
ひずみ速度が大きい場合ほど応力低下量は大きい.
図 1 にはひずみ速度切替前後の応力~ひずみ曲線
を拡大して示す. ここでは，実験B・3におけるひず
み速度の異なる二つの例を取り上げ，切替え時点で
の応力とひずみを揃えて示した.図中の点Pが切替
点であり，太破線は点Pから弾性的に変形が回復す
る場合の予想経路である.直前のひずみ速度の大小
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図 1 ひずみ速度切替前後の応力~ひずみ曲線
Strain 
よび図 13(c)に時間軸を揃えて示す.変形初期は当
然ながら弾性変形なので図(b)に見られるように応
力速度は一定しており，塑性ひずみは生じていない
(図(c)参照).しかし，塑性ひずみの生じ始める時
点、(図(c)参照)で、応力速度は低下し始めている(図(b)
参照).この時点で応力はまだ増加し続けているので
自由転位の生成と塑性ひずみへの転化が行われてい
る.変形が進展し，計測されるひずみ速度が制御ひ
ずみ速度を超えようとして試験機システムは荷重速
度を減少させようとする.しかしその際，既存の自
由転位のすべてが直ちに停止できず，引き続いて塑
70 
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によらず，点Pから始まる応力低下過程において，
ひずみは一旦外側に膨らんだ後，ほぼ弾性的に変形
回復し，最終的には E=Oとなる時点で応力低下は
停止している.点Pにおいてひずみ速度を零，すな
わち変形停止の指令を与えたにもかかわらず試験機
システムはそれを実現できなかった.本モデルの考
え方にしたがうなら，このことは自由転位の動的挙
動を試験機システムは事前に予知・対応し得なかっ
たためと理解できる.図中に Epc本で、示す非可逆的な
塑性ひずみが大きいほど応力低下量の大きくなるこ
とは必然といえる.この Epc *と切替直前の自由転位
のもつ潜在的な塑性ひずみ Epc (応力低下無しに式
(18)で評価できる)との関係を検討してみる.
図12には実験的に得られた Epcキと式(18)より推定
した Epcの値を切替直前の塑性ひずみ速度との関係
で示した.塑性ひずみ速度の大小によらず，潜在的
塑性ひずみ Epcはほぼ一定しており，切替後に生じ
た塑性ひずみ Epc *はりc[こ比べて十分小さいことが
分かる.このことは自由転位の大部分が応力低下過
程においてすべり系の活動に寄与しないままに停止
したことを示すものである.この間，一部の自由転
位はひずみ速度を零とする制御指令に応答できず，
すべり系の活動に寄与して Epc*を生じさせたと考
えられる Epc本 の大きさおよびそのひずみ速度依
存性については試験機システムの岡1]性と無縁ではな
いと考えられるがここでは触れない.
ついで，先に述べたひずみ速度制御試験下で観察
されるピーク点をもっ変形挙動について考察する.
実験B・3における全ひずみ速度を1.2o/oIminとした3
段目での挙動を例として取り上げる.図 13(a)には応
力~時間曲線を示すが，応力にピーク点をもっ変形
挙動であることが分かる.この際の応力速度~時間
曲線および塑性ひずみ速度~時間曲線を図 13(b)お
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すべり系の活動と結び、つけて発展させ，多結晶金属
におけるクリープ変形とは異なる粘性的挙動を記述
するための不規則障害物説に基づくモデ、ルを新たに
示した.また，ステンレス鋼を用いた実験結果をも
とにこのモデ、ルの適用性を確かめた.得られた結論
を要約すれば以下のようである.
(1) 転位の移動速度を応力速度に依存するとした
本研究での仮定は粘性的挙動の記述に有効であっ
。10
匂. 
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ω ω 
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旬a. 
E 
性ひずみに顕在化しようとしている.そのため，試
験機システムはさらに荷重速度を減少させようとす
るが，この段階では一時的に正確な制御は行われな
くなっている.応力速度が零となった時点(図(b)参
照)でようやく新たな自由転位の生成が止まり，塑性
ひずみ速度の増加は停止する(図(c)参照). しかしな
がら，この時点においても自由転位はまだ残存して
いるので，試験機システムはさらに応力を低下させ
て所定のひずみ速度に近づけようとする.その後，
応力が漸増する過程をたど、って 全ひずみ速度がほ
ぼ塑性ひずみ速度に等しい状態となる.以上が，ひ
ずみ速度制御試験下で生ずる応力にピーク点をもっ
変形挙動の説明である.
一方，応力にピーク点をもたない実験B・1の第 1
回目の変形過程について考えてみる.応力~時間曲
線，応力速度~時間曲線，および塑性ひずみ速度~
時間曲線を図 14の(a)"-'(c)に示す.塑性ひずみの生
じ始める段階で応力速度はほぼ最高値に達し，その
後塑性ひずみ速度は制御ひずみ速度を越えて増加し，
応力速度は低下していく.応力速度の低下割合は塑
性ひずみ速度の増加と共に大きくなるが，塑性ひず
み速度が最大に達しでも応力速度は正のままである.
この点が図 13(b)にみられる挙動と異なるところで
ある.自由転位の存在のため制御ひずみ速度を一旦
は越えざるを得なかったものの，所定の制御ひずみ
速度に近づけるのには必ずしも応力速度を急速に減
少させる必要がなかったためと考えられる.そのた
め，応力速度は王のままで所定のひずみ速度に落ち
つき，応力~ひずみ曲線にピーク点が現れなかった
といえる.
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4.4 まとめ
以上のように，ステンレス鋼を用いた実験Aおよ
びBシリーズで観察した応力およびひずみ速度に依
存する粘塑性変形挙動は自由転位の概念を用いた本
モデルによって系統的に説明することができた.
なお，自由転位は本文中でも述べたように時間遅
れの塑性変形として現れるため，試験機システムの
設定制御条件を厳密に実現させることは極めて困難
であることを指摘しておく必要がある.少なくも，
応力速度やひずみ速度の急変するような過程にみら
れる粘性的挙動を試験機システムの剛性のみに結び
つけるのではなく，本モデルで指摘した転位の動的
効果をも合わせて考えることが必要であろう.
塑性ひずみ速度の変化挙動
図 14応力にピーク点をもたない変形過程におけ
る応力速度と塑性ひずみ速度の変化特性
(c) 
?
本研究では，先に提示していた自由転位の概念を
5. 
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た.ステンレス鋼の場合，転位の移動速度を応
力速度に比例するものと考えることができた.
(2) 転位の移動挙動とすべり系の活動を結びつけ
ることにより，移動中の転位すべてが非可逆的
なすべり系の活動に寄与するものでないこと
を実験結果に基づいて明らかにした.
(3) 不規則障害物説は，時間遅れの塑性ひずみを生
み出す自由転位の潜在能力を解析的に取り扱
う上で、有効なモデルの一つであることが分か
った.
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